
平成１９年草加市議会６月定例会 市長提出議案等一覧

【議案】

第３７号議案 専決処分の承認を求めることについて［平成１８年度草加市国民健康保険

特別会計補正予算（第４号）］

第３８号議案 専決処分の承認を求めることについて［平成１９年度草加市国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）］

第３９号議案 専決処分の承認を求めることについて［草加市税条例の一部を改正する条

例］

第４０号議案 平成１９年度草加市一般会計補正予算（第１号）

第４１号議案 平成１９年度草加市介護保険特別会計補正予算（第１号）

第４２号議案 政治倫理の確立のための草加市長の資産等の公開に関する条例の一部を改

正する条 例の制定について

第４３号議案 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

第４４号議案 草加市税条例の一部を改正する条例の制定について

第４５号議案 草加市自転車の放置防止に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て

第４６号議案 損害賠償の額を定めることについて

第４７号議案 彩の国さいたま人づくり広域連合を組織する地方公共団体の数の減少につ

いて

第４８号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて

第４９号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて

第５０号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて



【報告】

第 ９ 号 報 告 専決処分の報告について

第１０号報告 専決処分の報告について

第１１号報告 専決処分の報告について

第１２号報告 平成１８年度草加市一般会計継続費繰越計算書の報告について

第１３号報告 平成１８年度草加市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について

第１４号報告 平成１８年度草加市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について

第１５号報告 平成１８年度草加市公共下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書の報告

について

第１６号報告 平成１８年度草加市国民健康保険特別会計繰越明許費繰越計算書の報告に

ついて

第１７号報告 平成１８年度草加市介護保険特別会計繰越明許費繰越計算書の報告につい

て

第１８号報告 平成１８年度草加市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について

第１９号報告 平成１８年度草加市水道事業会計予算繰越計算書の報告について

第２０号報告 平成１８事業年度草加市土地開発公社事業報告書及び事業会計決算書の提

出について

第２１号報告 平成１８年度財団法人草加市みどりの協会事業報告書及び決算書の提出に

ついて

第２２号報告 平成１８年度財団法人草加市体育協会事業報告書及び決算書の提出につい

て

第２３号報告 平成１８年度財団法人草加市文化協会事業報告書及び決算書の提出につい

て
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第３７号議案 専決処分の承認を求めることについて［平成１８年度草加市国民健康保険

特別会計補正予算（第４号）］

第３８号議案 専決処分の承認を求めることについて［平成１９年度草加市国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）］

　　　 　 ９４，９２８千円
  ２０，８０４，３７４千円

補正予算の主な内容
　歳　入 (千 円)

　　　　　    款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 ４ 国庫支出金 94,928 ・普通調整交付金（医療分） 90,928

・特別調整交付金（制度改正財政負担分） 4,000

　 　合　　       計 94,928

　歳　出 (千 円)

　　　　    　款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 １ 総務費 ・国民健康保険共通事務管理　　【財源振替】

 ２ 保険給付費 ・保険給付事業（一般療養の給付）　　【財源振替】

 ７ 基金積立金 36,721 ・支払基金積立金

 ９ 諸支出金 58,207 ・過年度補助金返納金

　 　合　       　計 94,928

　　補正後の歳入・歳出予算額　　  　　   

平成１８年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）
　　歳入・歳出補正予算額　　　　 　   　

　　 　 １１０，０００千円
  ２１，８００，０９６千円

補正予算の主な内容
　歳　入 (千 円)

　　　　　    款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 １ 国民健康保険税 110,000 ・医療給付費分滞納繰越分

　 　合　　       計 110,000

　歳　出 (千 円)

　　　　    　款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

１１ 前年度繰上充用金 110,000 ・補償、補填及び賠償金

　 　合　       　計 110,000

　　歳入・歳出補正予算額　　　　 　   　
　　補正後の歳入・歳出予算額　　  　　   

平成１９年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
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第３９号議案 専決処分の承認について［草加市税条例の一部を改正する条例］

１ 目的

地方税法等の一部改正に伴い、平成１９年３月３０日に草加市税条例の一部を改正す

る条例の制定を専決処分したものについて、議会の承認を得るものです。

２ 内容

⑴ 特定中小会社が発行した株式に係る譲渡所得等の課税の特例適用期限の延長

ベンチャー企業育成の観点から設けられている、特定中小会社が発行した株式に係

る課税の特例（株式譲渡所得を２分の１とする課税）に関し、適用期限が平成１９年

３月３１日となっていたものを、平成２１年３月３１日まで、２年延長するものです。

⑵ 市たばこ税の特例税率の本則化

平成１１年度改正において、恒久的な減税の実施に伴い、地方財政の円滑な運営に

配慮するとの観点から、当分の間の措置として、国のたばこ税の税率が引き下げられ、

同額、地方のたばこ税の税率が引き上げられました。地方の特例税率は、地方税法附

則に規定されましたが、平成１８年度改正においては定率減税が廃止されることとな

り、地方税法附則第４０条は削除されました。これにより、地方税法附則に規定され

ている特例税率（千本につき3,298円）は廃止され、地方税法の本則税率が改定された

ものです。（千本につき3,064円→3,298円）

※ 根拠規定は変わるが税率は変わりません。

⑶ 固定資産税におけるバリアフリー改修促進税制の創設

平成１９年１月１日に存していた住宅のうち６５歳以上の者、介護保険法の要介護

若しくは要支援の認定を受けている者又は障害者である者が居住するもの（賃貸住宅

を除く。）で、平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日までの間に一定のバリ

アフリー改修工事が完了したものについて、工事内容等を確認することができる書類

を添付して市町村に申告がなされた場合には、当該住宅に係る固定資産税の税額（１

戸当たり１００㎡相当分までに限る。）を、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、

３分の１減額します。

※ 「一定のバリアフリー改修工事」とは、次に該当する工事で、その工事費用（補

助金等をもって充てる部分を除く。）の合計額が３０万円以上のものをいいます。

①廊下の拡幅 ②階段の勾配の緩和 ③浴室改良 ④便所改良 ⑤手すりの設置

⑥屋内の段差の解消 ⑦引き戸への取替え工事 ⑧床表面の滑り止め化

３ 施行期日

平成１９年４月１日
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第４０号議案 平成１９年度草加市一般会計補正予算（第１号）

第４１号議案 平成１９年度草加市介護保険特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　１，２４７千円

　５９，０４８，２４７千円　

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

１７ 繰入金 1,247 ・ 財政調整基金繰入金

合　　　　　計 1,247

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 ３ 民生費 1,247 ・ 介護保険特別会計繰出金

 　　 合　      　計 1,247

平成１９年度草加市一般会計補正予算（第１号）　
　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

　　　　　８，０８３千円
　６，５５７，３７２千円

補正予算の主な内容
　歳　入 (千 円)

　　　　　    款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 ３ 国庫支出金 2,495 ・地域支援事業交付金（介護予防事業）

 ４ 支払基金交付金 　　 3,094 ・地域支援事業支援交付金（現年度分）

 ５ 県支出金　 1,247 ・地域支援事業交付金（介護予防事業）

 ７ 繰入金 1,247 ・地域支援事業費繰入金（介護予防事業）

　 　合　　       計 8,083

　歳　出 (千 円)

　　　　    　款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 ４ 地域支援事業費 9,983 ・介護予防高年者サロン事業

 ５ 基金積立金 -1,900 ・介護給付費準備基金積立金

　 　合　       　計 8,083

平成１９年度草加市介護保険特別会計補正予算（第１号）　
　　歳入・歳出補正予算額　　　　 　   　
　　補正後の歳入・歳出予算額　　  　　   
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第４２号議案 政治倫理の確立のための草加市長の資産等の公開に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

１ 目的

証券取引法の一部改正及び郵政民営化法の施行に伴う郵便貯金法の廃止に伴い、条文

の所要の整備を行います。

２ 内容

⑴ 証券取引法の一部改正による改正

有価証券の対象範囲の拡大及び法律名の変更（証券取引法→金融商品取引法）に伴

い、条文の所要の整備を行うものです。

⑵ 郵政民営化法の施行に伴う郵便貯金法の廃止による改正

日本郵政公社の通常郵便貯金が、郵便貯金銀行の預金に移行されるため、条文の所

要の整備を行います。

３ 施行期日

⑴ 証券取引法の一部改正による改正 証券取引法等の一部を改正する法律の施行の日

⑵ 郵政民営化法の施行に伴う郵便貯金法の廃止による改正 平成１９年１０月１日

第４３号議案 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

１ 目的及び内容

平成１９年５月１１日付けの草加市特別職報酬等審議会の答申にかんがみ、草加市不

当要求行為等・公益通報委員会の設置に伴い、同委員会の委員の報酬の額を日額２１，

０００円と定めるものです。

２ 施行期日

平成１９年７月１日

※ 委員の条件：弁護士等識見を有する者（議員、市長等特別職にある者及びこれら

の者と親子、夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者等を除きます。）【３人以内】
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第４４号議案 草加市税条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

地方税法等の一部改正に伴い、上場株式等を譲渡した場合の株式等に係る譲渡所得等

に係る市民税の課税の特例期間を延長するとともに、条文の所要の整備を行います。

２ 内容

⑴ 上場株式等の譲渡所得割に係る軽減税率の特例適用期限の延長

上場株式等の譲渡所得割に係る軽減税率の特例の適用を１年延長し、平成２１年度

までとします。

軽減前税率 軽減後税率

市･･･3％ 市･･･1.8％

県･･･2％ 県･･･1.2％

国･･･15％ 国･･･7％

⑵ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例の対象の変更

【廃止】

相続等により取得した居住用財産の買換え及び交換の長期譲渡所得の課税の特例

⑶ 信託法の改正に伴う市民税の納税義務者の追加

信託法の改正に伴い、新たに法人課税信託の引受けを行う個人を市民税（法人税割

額）の納税義務者として追加します。

⑷ 証券取引法の一部改正に伴う条文の所要の整備

証券取引法が一部改正され、金融商品取引法になったことに伴い、同法を引用する

条文の所要の整備を行います（法律名及び引用条項の改正）

３ 施行期日

⑴の改正 公布の日

⑵の改正 平成２０年４月１日

⑶の改正 信託法の施行の日

⑷の改正 証券取引法等の一部を改正する法律の施行の日
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第４５号議案 草加市自転車の放置防止に関する条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

良好な生活環境を保持し、放置自転車の保管及び処分等をより適正に行うため、公共

の用に供する私有地及び放置禁止区域外に放置された自転車に対する措置を定めるとと

もに、撤去した自転車のうち明らかに機能を喪失している自転車の処分について規定す

るものです。

２ 内容

⑴ 公共の用に供する私有地に放置された自転車

公共の場所の定義に、良好な生活環境が保持する必要があると認められる公共の用

に供する私有地（駅構内、団地内の通路等）を追加し、当該場所の放置自転車に対し

て、適正な措置が図れるよう定めます。

⑵ 放置禁止区域外の放置自転車

放置禁止区域外に放置された自転車に対して、撤去する旨を警告し、一定期間経過

後当該自転車を撤去する等必要な措置を講じることを規定します。

⑶ 機能喪失自転車に対する措置

放置禁止区域外に放置された自転車のうち、明らかにその機能を喪失しているもの

については撤去する旨を警告せず、直ちに撤去できるよう定めます。

また、撤去した自転車のうち、明らかにその機能を喪失し、利用者等の確認できな

いものについては一定の保管期間を置かずに処分できるよう定めます。

３ 施行期日

平成１９年９月１日

第４６号議案 損害賠償の額を定めることについて

１ 内容

平成１８年４月３日午前１０時４０分ごろ、保険年金課所属の職員が公務のため公用

車で市道２０８１号線を走行中、新栄小学校入口交差点を右折する際、横断歩道を横断

中の伊藤美智子氏に接触し、同氏に右足小指亀裂骨折等の負傷をさせたため、賠償する

ものです。

２ 損害賠償の額

１，５７３，１５４円

３ 損害賠償の相手方

住 所 草加市長栄町１０６０番地１１

氏 名 伊 藤 美智子



- 7 -

第４７号議案 彩の国さいたま人づくり広域連合を組織する地方公共団体の数の減少につ

いて

市町村の合併の特例等に関する法律第１４条第１項の規定により、大里郡江南町を廃

し、その区域を熊谷市に編入したことに伴う彩の国さいたま人づくり広域連合を組織す

る地方公共団体の数の減少について、地方自治法第２９１条の３第１項の規定により、

議会の議決を求めるものです。

※ 平成１９年２月１３日に熊谷市に編入

第４８号議案～第５０議案

不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることについて

不当要求行為等・公益通報委員会の設置に伴い、新たに大里定則氏、佐々木新一氏及

び柳重雄氏を同委員会委員に委嘱したいので、草加市政における公正な職務執行の確保

に関する条例第３条第３項の規定により、議会の同意を求めるものです。
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第 ９ 号 報 告 専決処分の報告について

普通乗用車が草加市谷塚町５９５番地先で駐車場から市道２０１１号線に出た際、側

溝蓋のセフティキャップが外れ、そのねじ部分に乗り上げ、車両を損傷したことに対す

る損害賠償の報告です。

第１０号報告 専決処分の報告について

トラックが市道２０３１号線を走行中、草加市苗塚町４０番地１３地先で、苗塚保全

緑地から市道に出ていた樹木に接触し、車両を損傷したことに対する損害賠償の報告です。

第１１号報告 専決処分の報告について

普通貨物自動車が草加市西町５３４番地先で市道３００５０号線を直進し駐車場に進

入した際、グレーチング蓋を跳ね上げ、車両を損傷したことに対する損害賠償の報告です。

第１２号報告 平成１８年度草加市一般会計継続費繰越計算書の報告について

第１３号報告 平成１８年度草加市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について

第１４号報告 平成１８年度草加市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について

第１５号報告 平成１８年度草加市公共下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書の報告

について

第１６号報告 平成１８年度草加市国民健康保険特別会計繰越明許費繰越計算書の報告に

ついて

第１７号報告 平成１８年度草加市介護保険特別会計繰越明許費繰越計算書の報告について

第１８号報告 平成１８年度草加市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について

第１９号報告 平成１８年度草加市水道事業会計予算繰越計算書の報告について

平成１８年度一般会計、特別会計及び水道事業会計の継続費等の繰越計算書の報告です。

第２０号報告 平成１８事業年度草加市土地開発公社事業報告書及び事業会計決算書の提

出について

第２１号報告 平成１８年度財団法人草加市みどりの協会事業報告書及び決算書の提出に

ついて

第２２号報告 平成１８年度財団法人草加市体育協会事業報告書及び決算書の提出について

市の出資団体の平成１８年度における事業報告等の報告です。


